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	利益相反管理方針の概要
	1．利益相反のおそれのある取引の類型
	2．利益相反管理の対象となる会社の範囲
	当社は、金融商品取引法に基づき、当社に加え日本におけるグループ会社であるJPモルガン証券株式会社、JPモルガン・チェース銀行東京支店、及びJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社が関わる取引を利益相反管理の対象としています。なお、当社とJPモルガン・チェース銀行東京支店との間、及び当社とJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社との間では、原則として非公開情報を授受しないため、情報隔壁により会社間の情報共有を制限する方法で利益相反を管理しています。また、J.P.モルガンの海外の関係会社（外国...
	3. 利益相反管理体制
	4．利益相反のおそれのある取引の管理の方法
	当社は、法令及び各種社内規程の遵守、部署の分離・業務分掌等に基づきお客様の情報を適切に管理することにより、利益相反のおそれのある取引の発生を未然に防止する体制を整備しています。このような制限を有効に機能させ、利益相反のおそれのある取引を未然に回避するために、コンプライアンス部等が遵守状況の監視を行う等の措置を講じています。


